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市第 124 号議案 

   横浜市廃棄物等の減量化、資源化及び適正処理等に関す 

る条例の一部改正 

 横浜市廃棄物等の減量化、資源化及び適正処理等に関する条例の

一部を改正する条例を次のように定める。 

   平成30年２月16日提出 

                 横浜市長 林   文 子 

横浜市条例（番号） 

   横浜市廃棄物等の減量化、資源化及び適正処理等に関す 

   る条例の一部を改正する条例 

 横浜市廃棄物等の減量化、資源化及び適正処理等に関する条例（

平成４年９月横浜市条例第44号）の一部を次のように改正する。 

 目次中「第47条の４」を「第47条の５」に改める。 

 第26条第１項中第３号を削り、第４号を第３号とし、第５号を第

４号とする。 

 第27条第１項中「から第３号まで」を「及び第２号」に改める。 

 第７章中第47条の４を第47条の５とし、第47条の３を第47条の４

とし、第47条の２の次に次の１条を加える。 

 （２以上の事業者による産業廃棄物の処理に係る特例認定申請手

数料等） 

第47条の３ 法第12条の７第１項の規定により２以上の事業者によ

る産業廃棄物の処理に係る特例の認定を受けようとする者又は同

条第７項の規定により２以上の事業者による産業廃棄物の処理に

係る特例認定に係る事項の変更の認定を受けようとする者は、申

請の際、次に掲げる手数料を納付しなければならない。 
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 (1)  ２以上の事業者による産業廃棄物の処理に係る特例認定申請

手数料  

１件につき 147,000 円 

 (2) ２以上の事業者による産業廃棄物の処理に係る特例変更認定

申請手数料  

１件につき 134,000 円 

 別表第１し尿の項中「第26条第１項第４号」を「第26条第１項第

３号」に改め、同表中 
 

(1) 第26条第１項第３号に規定する事業系  

 一般廃棄物を横浜市が収集し、運搬し、  

 及び処分する場合           

(2) 第26条第１項第５号に規定する事業系  

 一般廃棄物を横浜市が収集し、運搬し、  

 及び処分する場合           

 

(3) 家庭から排出される粗大ごみを横浜市  

 が収集し、運搬し、及び処分する場合並  

 びに排出者が市長が指定する横浜市の施  

 設に搬入した当該粗大ごみを横浜市が処  

 分する場合              

１キログラムにつき  

         26円 

 

事業系一般廃棄物の性  

状、排出方法等を勘案  

して市長がその都度定  

める額        

１キログラムにつき26  

円を基準として品目別  

に規則で定める額。た  

だし、適正処理困難物  

については、第44条第  

３項の規定に基づき規  

則で定める額を加算す  

る。         

 

を 
 

(1) 第26条第１項第４号に規定する事業系  

 一般廃棄物を横浜市が収集し、運搬し、  

 及び処分する場合           

 

(2) 家庭から排出される粗大ごみを横浜市  

 が収集し、運搬し、及び処分する場合並  

 びに排出者が市長が指定する横浜市の施  

事業系一般廃棄物の性  

状、排出方法等を勘案  

して市長がその都度定  

める額        

１キログラムにつき26  

円を基準として品目別  

に規則で定める額。た  

「  

「  

」
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 設に搬入した当該粗大ごみを横浜市が処  

 分する場合              

だし、適正処理困難物  

については、第44条第  

３項の規定に基づき規  

則で定める額を加算す  

る。         

 

に改める。 

附 則 

 この条例は、平成30年４月１日から施行する。 

  

   提 案 理 由 

 管路収集事業を廃止するとともに、２以上の事業者による産業廃

棄物の処理に係る特例認定申請手数料等を徴収するため、横浜市廃

棄物等の減量化、資源化及び適正処理等に関する条例の一部を改正

したいので提案する。 

」
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参  考  

   横 浜 市 廃 棄 物 等 の 減 量 化 、 資 源 化 及 び 適 正 処 理 等 に 関 す 

   る 条 例 （ 抜 粋 ） 

                     上 段  改 正 案     
                    (下 段  現  行)  

目 次 

   （ 第 １ 章 か ら 第 ６ 章 ま で 省 略 ） 

              第 47 条 の ５ 
 第 ７ 章  手 数 料 等 （ 第 44 条 ―      ） 
              第 47 条 の ４ 

   （ 第 ８ 章 、 第 ９ 章 及 び 附 則 省 略 ） 

 （ 横 浜 市 が 処 理 す る 事 業 系 廃 棄 物 ） 

第 26 条  横 浜 市 は 、 事 業 系 廃 棄 物 で 産 業 廃 棄 物 以 外 の も の （ 以 下 「

事 業 系 一 般 廃 棄 物 」 と い う 。） に つ い て 、 一 般 廃 棄 物 処 理 計 画 に

基 づ き 、 そ の 処 分 を 行 う ほ か 、 次 に 掲 げ る も の に 限 り 、 収 集 及 び

運 搬 を 行 う も の と す る 。 

（ 第 １ 号 及 び 第 ２ 号 省 略 ） 

                               
 (3)  管 路 収 集 施 設 を 利 用 し て い る 事 業 所 に お い て 当 該 施 設 を 利 用 

                 
し て 排 出 さ れ る 事 業 系 一 般 廃 棄 物               

(3)  
 （ 本 文 省 略 ） 

 (4)  

(4)  
 （ 本 文 省 略 ） 

 (5)  

   （ 第 ２ 項 及 び 第 ３ 項 省 略 ） 

（ 事 業 者 の 届 出 等 ） 

            及 び 第 ２ 号    
第 27 条  前 条 第 １ 項 第 １ 号        の 事 業 系 一 般 廃 棄 物 を 排 
            か ら 第 ３ 号 ま で 

出 す る 事 業 者 は 、 規 則 で 定 め る と こ ろ に よ り 、 当 該 事 業 系 一 般 廃

棄 物 の 種 類 、 予 測 数 量 そ の 他 市 長 が 必 要 と 認 め る 事 項 を 市 長 に 届

け 出 な け れ ば な ら な い 。 こ の 場 合 に お い て 、 一 の 建 築 物 内 で 事 業

を 営 む 事 業 者 の う ち ２ 以 上 の 事 業 者 が 届 け 出 る と き は 、 そ れ ら の
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事 業 者 に 代 わ り 、 当 該 建 築 物 の 所 有 者 又 は 当 該 建 築 物 の 維 持 管 理

に つ い て 権 限 を 有 す る 者 が 届 け 出 る こ と が で き る 。 

（ 第 ２ 項 及 び 第 ３ 項 省 略 ） 

（ ２ 以 上 の 事 業 者 に よ る 産 業 廃 棄 物 の 処 理 に 係 る 特 例 認 定 申 請 手 
 

数 料 等 ） 
 

第 47 条 の ３  法 第 12 条 の ７ 第 １ 項 の 規 定 に よ り ２ 以 上 の 事 業 者 に よ 
 

る 産 業 廃 棄 物 の 処 理 に 係 る 特 例 の 認 定 を 受 け よ う と す る 者 又 は 同 
 

条 第 ７ 項 の 規 定 に よ り ２ 以 上 の 事 業 者 に よ る 産 業 廃 棄 物 の 処 理 に 
 

係 る 特 例 認 定 に 係 る 事 項 の 変 更 の 認 定 を 受 け よ う と す る 者 は 、 申 
 

請 の 際 、 次 に 掲 げ る 手 数 料 を 納 付 し な け れ ば な ら な い 。 
 

 (1)  ２ 以 上 の 事 業 者 に よ る 産 業 廃 棄 物 の 処 理 に 係 る 特 例 認 定 申 請 
 

手 数 料 
 

１ 件 に つ き   147,000 円      
 

 (2)  ２ 以 上 の 事 業 者 に よ る 産 業 廃 棄 物 の 処 理 に 係 る 特 例 変 更 認 定 
 

申 請 手 数 料 
 

１ 件 に つ き   134,000 円      
 

 （ 産 業 廃 棄 物 収 集 運 搬 業 等 の 許 可 申 請 手 数 料 等 ） 

第 47 条 の ４ 
      （ 本 文 省 略 ） 
第 47 条 の ３ 

 （ 産 業 廃 棄 物 処 理 施 設 の 設 置 許 可 申 請 手 数 料 等 ） 

第 47 条 の ５ 
      （ 本 文 省 略 ） 
第 47 条 の ４ 

別 表 第 １ （ 第 44 条 第 １ 項 ） 

  種   別       取   扱   区   分      手 数 料 の 額   

               （省       略）               
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し尿       

 

第26条第１項第３号           
に規定する事業系一般  

第26条第１項第４号           

廃棄物を横浜市が収集し、運搬し、及び処  

分する場合               

便器１基につき    

        3,000円 

動物の死体及びし  

尿以外の一般廃棄  

物        

                        

(1) 第26条第１項第３号に規定する事業系  

                     

 一般廃棄物を横浜市が収集し、運搬し、  

                     

 及び処分する場合            

(1) 第26条第１項第４号          
           に規定する事業系  
(2) 第26条第１項第５号          

 一般廃棄物を横浜市が収集し、運搬し、  

 及び処分する場合            

 

(2)                    
  家庭から排出される粗大ごみを横浜市  
(3)                    

 が収集し、運搬し、及び処分する場合並  

 びに排出者が市長が指定する横浜市の施  

 設に搬入した当該粗大ごみを横浜市が処  

 分する場合               

 

           

１キログラムにつき  

            

         26円 

 

 

事業系一般廃棄物の性  

状、排出方法等を勘案  

して市長がその都度定  

める額        
 

１キログラムにつき26  

円を基準として品目別  

に規則で定める額。た  

だし、適正処理困難物  

については、第44条第  

３項の規定に基づき規  

則で定める額を加算す  

る。         

          （省       略）           

 
   （ 備 考 省 略 ） 

 


